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原著（量的調査研究） : 

週末および夕方に実施された子宮頸がん集団検診が 
受診者の年齢層や新規受診者数に与えた効果

富来由華1）・谷口光代1）・吉永砂織1）・金子政時※1, 2）

宮崎県の自治体で実施された子宮頸がん集団バス検診受診者の年齢層および自治体の取り組みの効果
を明らかにすることを目的とした。2市 6町 8944 名（2022 年度 4395 名，2023 年度 4549 名）の受診者
を対象とした。実施回数は160回（2022年度84回，2023年度76回）であった。新規受診者は394名（2022
年度 89 名，2023 年度 305 名），年齢の中央値は，全受診者 60 歳，新規受診者 23 歳であった。キャン
パス検診を取り入れた自治体において新規受診者の増加と年齢の有意な低下がみられた。5自治体が週
末検診を実施（2022 年度 11 回，2023 年度 13 回）していた。5自治体全体では平日検診と週末検診間
で新規受診者数に違いはなかった。しかし，週末検診（3回の夕方検診を含む）を 14 回（全体 22 回）
実施した自治体の新規受診者数は平日検診と比較して有意に多く，有意差はないが年齢も若い傾向に
あった。また，同自治体の 1検診あたりの受診者数は，週末検診 119.7 人，平日検診 68.6 人であった。
受診者の年齢層の分布は，子宮頸がん罹患年齢層の分布よりも高かった。宮崎県全体で若い年齢層の受
診者を増やすための事業が必要である。週末検診の積極的な導入は，新規受診者の増加と受診者年齢の
低下に繋がる可能性がある。
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緒　　　　言

日本における 2023 年の子宮頸がんによる死亡数は
2949 人であり，人口 10 万対で 4.7 人と報告されてい
る 1）。子宮頸がんの撲滅には，ヒトパピローマウイルス
（HPV）ワクチン接種による 1次予防と子宮頸がん検診
による早期発見の 2次予防が重要である。Word Health 
Organization は，「15 歳までに 90％の女児がHPVワク
チンを接種すること」，「女性の 70％が 35 歳までに高性
能検査で検診を受け，45 歳までに再度検診を受けるこ
と」，「前がんを発症した女性の 90％が治療を受け，浸
潤がんを発症した女性の 90％が治療を受けること」の 3
つの柱と 2030 年までの目標値を掲げた 2）。撲滅に向け
ての国や地方自治体の対策は公衆衛生学上の重要な課題
である。
宮崎県の 2021 年から 2023 年の子宮がんによる 75 歳

未満年齢調整死亡率は人口 10 万対で 7.0 と全国で最も

高かった 3）。この状況を改善するためにはHPVワクチ
ン接種率と子宮頸がん検診受診率の上昇が重要となる。
これに対して，宮崎県内の自治体では，中学校での産婦
人科医による出前講座，テレビCMやWeb広告の配信，
接種勧奨葉書の送付等による子宮頸がんワクチン接種の
啓発や予防接種機会の増加等の取り組みが行われた。そ
の結果，2023 年度の宮崎県のHPVワクチン定期接種実
施率（2024 年 6 月 13 日暫定値）は 1 回目 76.7％，2 回
目 42.2％であった 4）。これは，2023 年度上半期の全国の
定期接種実施率，1 回目 39.9%，2 回目 12.8％を上回っ
ていた 5）。一方，2022 年に出された過去 2年間の宮崎県
20～69 歳女性の子宮頸がん検診受診率は 42.7％であり，
全国平均の 43.6% を下回っていた 6）。
子宮頸がん検診は，集団的予防対策として法律の下で
行われる対策型検診のひとつである。従って，子宮頸が
ん検診率およびその効果の上昇を目指した分析は重要で
あると考える。そこで，今回の研究では，宮崎県の一部
の自治体で実施された子宮頸がん集団バス検診を受診し
た受診者の年齢層および自治体の取り組みの効果につい
て調査することを目的とした。

1）

2）

※

宮崎大学大学院看護学研究科
宮崎大学医学部産婦人科
corresponding author
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方　　　　法

2022 年度および 2023 年度に宮崎県の 8自治体（2市
6町）で，子宮頸がん集団バス検診を受診したものを対
象とした。受診者の情報は，各自治体の承認を得て，一
般社団法人日本健康倶楽部を介して得た。8自治体の内，
5 自治体（C，D，E，G，H）からは，全ての集団バス
検診受診者の情報を得た。A自治体では，2023 年度に
同自治体内にある大学でのキャンパス検診を実施してい
た。また，B，C，D，F，G自治体では，平日検診に加
えて週末の検診を実施していた。さらに，B自治体では，
17 時から検診を開始する平日の検診日（夕方検診）を
設けていた。
これらの自治体から得た受診者の年齢，受診日時，新
規受診の有無を分析に利用した。統計解析は，独立した
2群間の比較に，Mann-WhitneyU test，χ二乗検定もし
くは Fisher’s exact test を行った。有意水準は 5％未満
とした。全ての統計解析は，Windows 版 SPSS software，
version 22（IBM SPSS Statics, Tokyo, Japan）で行った。
本研究は，ヘルシンキ宣言に基づいた倫理原則を遵守
して実施した。全ての検診受診者の情報は，個人を特定
できないように番号が振られた状態で提供された。本調
査は，宮崎大学医の倫理委員会の承認（研究番号 0-1615）
を得て実施した。

結　　　　果

集団検診実施回数は 2年間で 160 回（2022 年度 84 回，
2023 年度 76 回）であった。対象者の総数は 8944 名
（2022 年度 4395 名，2023 年度 4549 名）であった。その
内の 394 名，4.4％（2022 年度 89 名，2023 年度 305 名）は，

新規受診者であった。2022 年度と 2023 年度を比較して
受診者数が増えたのは 4自治体（A，B，C，G）であっ
た。新規受診者が増えたのは 5自治体（A，C，D，E，G）
であった。一方，新規受診者が減少した 3自治体におけ
る減少数は 5名以内であった（表 1）。A自治体のキャ
ンパス検診利用者は 259 名で，その内 169 名が新規受検
者であった。
受診者全体の年齢分布を図 1に示した。受診者の年齢
層は，多い順に 60 代，70 代，40 代であった。
自治体別の全受診者の年齢を表 2に年度別に示した。
2023 年度の全受診者の年齢は，2022 年度の全受診者の
年齢と比較して有意に低かった（p＜ 0.01）。自治体別
では，A自治体の 2023 年度の全受診者の年齢が，2022
年度の全受診者の年齢と比較して有意に低かった（p＜
0.01）。
全新規受診者の年齢［27.7±10.1 歳，中央値 23 歳

（20-82）］は，既受診者の年齢［58.0±14.3 歳，中央値
60 歳（20-91）］と比較して有意に低かった（p＜ 0.01）。
自治体別の新規受診者の年齢を表 3に年度別に示した。
2023 年度の全新規受診者の年齢は，2022 年度の全新規
受診者の年齢と比較して有意に低かった（p ＜ 0.01）。
自治体別では，A自治体の 2023 年度の新規受診者の年
齢は，2022 年度の新規受診者の年齢と比較して有意に
低かった（p＜ 0.01）。
5自治体全体の週末検診回数は22回（2022年度10回，
2023 年度 12 回），夕方検診回数は 2回（2022 年度 1回，
2023年度1回），平日検診回数は30回（2022年度16回，

表 1　総受診者数と新規受診数
2022 年度 2023 年度 受診者増加率（%）

A 1738（33） 1880（231） 8.2
B 1021（28） 1101（23） 7.8
C 547（10） 624（24） 14.1
D 410（10） 380（12） − 7.3
E 322（2） 297（11） − 7.8
F 132（4） 41（1） − 68.9
G 125（0） 136（3） 8.8
H 100（2） 90（0） − 10.0
計 4395（89） 4549（305） 3.5

（　）新規受診者数

表 2　全受診者の年齢
2022 年度 2023 年度 p-value

A 60（20-90） 54（20-90） ＜ 0.01
B 60（20-88） 60（20-89） 0.70
C 64（20-88） 62（20-91） 0.13
D 57（21-86） 60.5（20-89） 0.25
E 57（22-85） 56（22-83） 0.21
F 63.5（21-83） 62（25-83） 0.44
G 64（26-84） 62（22-82） 0.53
H 62.5（20-87） 62.5（30-84） 0.44
計 60（20-90） 57（20-91） ＜ 0.01図 1　子宮頸がん検診受診者の年齢分布
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2023 年度 14 回）であった。2022 年度の週末検診の自治
体別の回数は，B自治体 4回（全検診回数 10 回），C自
治体 1回（全検診回数 6回），D自治体 2回（全検診回
数 4回），F自治体 2回（全検診回数 4回），G自治体 1
回（全検診回数 3回）であった。2023 年度の週末検診
の自治体別の回数は，B自治体8回（全検診回数12回），
C自治体 1回（全検診回数 6回），D自治体 1回（全検
診回数 4回），F自治体 1回（全検診回数 2回），G自治
体 1 回（全検診回数 3回）であった。さらに B自治体
では，平日の夕方検診を両年度にそれぞれ 1回実施して
いた。全体で，1 検診あたりの受診者数は，週末検診
91.8 人，平日検診 78.1 人であった。週末検診を取り入
れている全体自治体の新規受診者の数については，平日
検診と週末検診間では違いはなかった。一方で，B自治
体では，週末検診受診者総数は平日受診者総数の 2.1 倍
であり，1検診あたりの受診者数は，週末検診 119.7 人，
平日検診 68.6 人であった。週末検診の新規受診者数は，
平日検診受診者数と比較して有意に多かった（表 4）。

考　　　　察

宮崎県内の 2市 6町で行われた子宮頸がん集団バス検
診受診者を対象に，受診者の年齢，全受診者数と新規受
診者数の変化，一部の自治体で設けた週末検診やキャン
パス検診の受診者の年齢や受診者数への影響について後
方視的に調査した。その結果，総受診者数は 2年間で変
化はなかったが，新規受診者数は約 3.4 倍に増加してい
た。全受診者の年齢の中央値は 60 歳，新規受診者の年
齢の中央値は 23 歳であった。キャンパス検診を取り入

れたひとつの自治体で，受診者の年齢の低下がみられ
た。週末検診の実施は，全体で新規受診者数への影響は
なかったが，週末検診をより積極的に取り入れているひ
とつの自治体の新規受診者数は，平日検診と比較して有
意に多かった。
子宮頸がん罹患者数は，20 代から 30 代にかけて急激
に増加して 40 代がピークである 1）。今回の調査では，
子宮頸がんバス集団検診の受診者の年齢の中央値は 60
歳であり，受診者の年齢分布は，年齢階級別罹患率の分
布と比較して高齢傾向にあった。子宮頸がんバス検診の
利点は，居住地の近くで検診の受診が可能なことであ
る。従って，受診可能な産科施設が遠方にある地区や交
通手段が限られる地区に住む受診者にとっては利便性が
ある。この理由から年齢が高い住民ほどバス検診を利用
したものと考える。実際に調査を行った 8自治体の内，
5自治体ではその地域内に産婦人科施設はない。また，
国民健康基礎調査の報告によると，これら 5自治体の内
4自治体では，多くの住民が個別検診よりも集団検診を
利用していた 7）。
今回の調査では，新規受診者の年齢の中央値は 23 歳
であった。子宮頸がんの好発時期は，生殖可能な年齢に
相当する。従って，早期発見・早期治療は生殖機能を温
存するために必要である。その観点から，新規受診者が
20 代であったことは好ましい結果であったと考える。
新規受診者を増やすためにA地区では，自治体内にあ
る大学のキャンパスを検診場所として利用していた。こ
の試みが，受診者の年齢低下に繋がったと考えられる。
新規受診者を増やすために，自治体によって対象年齢に
違いはあるが無料クーポン制度が今回調査対象の全ての

表 3　新規受診者の年齢
数 年齢（歳）

全体
2022 年度 89 28（20-75）
2023 年度 305 23（20-82）

A
2022 年度 33 27（20-75）
2023 年度 231 22（20-57）

キャンパス検診 2023 年度 169 22（20-45）

B
2022 年度 28 30（20-72）
2023 年度 23 28（20-63）

C
2022 年度 10 28（20-52）
2023 年度 24 24.5（20-46）

D
2022 年度 10 35（21-50）
2023 年度 12 37（21-82）

E
2022 年度 2 ［22, 23］
2023 年度 11 30（22-74）

F
2022 年度 4 31.5（21-61）
2023 年度 1 ［25］

G
2022 年度 0
2023 年度 3 ［26, 26, 30］

H
2022 年度 2 ［20, 26］
2023 年度 0

中央値（最小―最大）［　］は実際の年齢

表 4　週末検診の新規受検者数への影響
週末検診* 平日検診

全体　新規受診者 58 57
p ＝ 0.21

　　　既受診者 1961 2441
　　　　 計　 2019 2498

B　新規受診者 43（7） 8
p ＝ 0.016

　　既受診者 1393（129） 678
　　　 計 1436 686

C　新規受診者 4 30
p ＝ 0.38

　　既受診者 224 913
　　　 計 228 943

D　新規受診者 6 16
p ＝ 0.80

　　既受診者 185 583
　　　　計 191 599

F　新規受診者 2 3
p ＝ 1

　　既受診者 61 107
　　　 計 63 110

G　新規受診者 3 0
p ＝ 0.06

　　既受診者 98 160
　　　 計 101 160

* 夕方検診を含む
（　）内は夕方検診の受診者数を示す
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自治体で導入されていた。今回の調査では，無料クーポ
ン制度の効果を検証できなかったが，本制度は，対象年
齢の女性だけでなく，対象年齢以外の女性の受診率も上
昇させることが報告されている 8）。また，20 歳の初めて
の子宮頸がん検診に関しては，母親に相談する傾向が強
いことが報告されている 9）。さらに，大阪府にある 3市
で行った母親を介した 20 歳の子宮頸がん検診受診勧奨
プロジェクトを行い，母親の子宮頸がん検診への理解と
娘への態度が，20 歳の子宮頸がん検診率の上昇に有効
であったと報告した 10, 11）。宮崎県の自治体においても若
い世代の受診率の上昇に向けての新たな取り組みが必要
であると考える。
今回の調査対象の自治体の内，5自治体では週末検診
を取り入れていた。週末検診は，就労女性にとっては利
便性があると思われる。5自治体全体でみると，1検診
あたりの受診者数は週末検診の方が高かった。特に，他
の自治体より人口の多い B自治体では，約 2倍の受診
者数であった。週末検診の導入は，受診者数の増加を図
るためには有効である可能性がある。一方で，新規受診
者数の増加においては，全体では，週末検診の効果はみ
られなかった。しかし，B自治体では，週末検診の新規
受診者数は平日検診のそれと比較して有意に多かった。
これは，住民の年齢構成による違いが影響しているのか
もしれない。
自治体には，子宮頸がん検診受診率の上昇に向けての
取り組みに加えてその精度管理が求められる。今回の検
診では，標本作成方法として液状検体法が全ての自治体
で採用されていた。本法は，直接塗抹法の欠点である細
胞の空気感染や固定不良による細胞変性を防止でき，結
果として不適正標本の有意な減少につながる 12, 13）。ま
た，最近では，子宮頸がん検診にHPV検査導入に向け
た動きがある。HPV単独検査は，浸潤がん罹患率減少
の効果があると評価されている 14）。一方で，細胞診単独
法と比較して，偽陽性率が増加することも明らかになっ
ている 14）。現時点の子宮頸がん検診におけるHPV検査
の利用に関しては，HPV検査陽性者に対する長期の追
跡を含む精度管理体制の構築が前提とされている 15）。
宮崎県では，子宮頸がん検診事業を請け負う団体が 2
つある。今回の研究では，その内のひとつの団体から得
た情報を基に分析を行った。従って，各自治体の子宮頸
がん集団検診の受診者全員の情報を網羅しているわけで
はない。この点が，本研究の限界である。しかし，5つ
の自治体（C，D，E，G，H）では全数を把握していた。
また，国民健康基礎調査から発表された残り 3つの自治
体別20歳―74歳の受診者数 6）からカバー率を計算すると，

A自治体 61％，B自治体 93.9%，F自治体 53.9% であっ
た。
子宮頸がん検診は，集団的予防対策として法律の下で
行われる対策型検診である。対策の実務は自治体が担っ
ているが，事業の効果検証は地域の大学や医師会と共同
で行う必要があると考える。今回の研究では，受診者の
年齢層や新規受診者数に課題があることが判った。これ
らの課題を自治体と共有して対策を立てる必要があると
考える。
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Abstract

Effects of Weekend and Evening Group Cervical Cancer Screenings  
on Age Groups of Examinees and Number of New Examinees

(Accepted July 7, 2025)

Yuka Tomiki1）, Mitsuyo Taniguchi1）, Saori Yoshinaga1）, Masatoki Kaneko※1, 2）

This study aimed to elucidate the age groups of cervical cancer screening examinees 
conducted by local governments in Miyazaki Prefecture and the effects of municipal 
initiatives.  This study included 8944 examinees [4395 in Fiscal year (FY) 2022 and 4549 in 
FY2023] from two cities and six towns.  The number of examinations was 160 (84 in 
FY2022 and 76 in FY2023).  The number of new examinees was 394 (89 in FY2022 and 305 
in FY2023), and the median age was 60 and 23 years for all and new examinees, 
respectively.  The municipality that implemented campus screening of cervical cancer 
demonstrated an increase in the number of new examinees and a significant decrease in the 
age of new examinees.  Five municipalities conducted weekend examination (11 times in 
FY2022 and 13 times in FY2023), and no difference in the number of new examinees was 
noted between weekday and weekend examinations in all five municipalities.  However, the 
number of new examinees was significantly higher than the number of new examinees for 
weekday examinations in the municipality that conducted 14 weekend examinations, 
including three evening examinations (total examinations : 22), and the age of the examinees 
tended to be younger ; although, the difference was not significant.  In this municipality, the 
number of examinees per examination was 119.7 and 68.6 for weekend and weekday 
examinations, respectively.  The examinees exhibited a higher age distribution than the age 
groups affected by cervical cancer.   Initiatives are required to increase the number of 
examinees in younger age groups across Miyazaki Prefecture.  Actively introducing 
weekend examinations may result in an increased number of new examinees and a 
decreased age of examinees.

Key words : Cervical cytology, Cervical cancer, Cervical cancer screening, Population-based 
screening
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